
議案第７２号 

 

あきる野市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

 上記の議案を提出する。 

 

  平成３０年１１月２９日 

 

                 提出者  あきる野市長 澤 井 敏 和      

 

提案理由 

 公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）の一部改正等に伴い、規定を整備する必要があ

る。 

 

   あきる野市営住宅条例の一部を改正する条例 

 あきる野市営住宅条例（平成９年あきる野市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

 第６条第３項第４号中「小学校就学の始期に達するまでの者」を「１８歳に達する日以後

の最初の３月３１日までの間にある者」に改める。 

 第１３条第２項中「第１０条」を「第１１条」に改める。 

 第１４条第１項中「同居していた者は」の次に「、公営住宅法施行規則第１２条で定める

ところにより」を加える。 

 第１５条第１項ただし書中「請求を」を「報告の請求を」に改め、同条第３項を同条第４

項とし、同条第２項を同条第３項とし、同項の前に次の１項を加える。 

２ 市営住宅の入居者（公営住宅法施行規則第８条に定める者に限る。第３３条第３項にお

いて同じ。）が収入の申告及び第３８条第１項の規定による報告の請求に応じることが困

難な事情にあると認めるときは、市長は、前項の規定にかかわらず、当該入居者の市営住

宅の家賃を、毎年度、令第２条で定めるところにより、公営住宅法施行規則第９条で定め

る方法により把握した当該入居者の収入に基づき、近傍同種の住宅の家賃以下で定めるこ

とができる。 

 第１６条第２項中「第８条」を「第７条」に改める。 

 第３３条第３項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 市営住宅の入居者が第１項の規定に該当する場合において収入の申告及び第３８条第１

項の規定による報告の請求に応じることが困難な事情にあると認めるときは、市長は、第

１５条第２項の規定及び前２項の規定にかかわらず、当該入居者の市営住宅の使用料を、

毎年度、令第８条第３項により準用する同条第２項で定めるところにより、公営住宅法施

行規則第９条で定める方法により把握した当該入居者の収入に基づき、近傍同種の住宅の

家賃以下で定めることができる。 

 第４１条及び第４２条中「第１５条第１項」の次に「若しくは第２項」を、「第３３条第

１項」の次に「若しくは第３項」を加え、「第１１条」を「第１２条」に改める。 



   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 


